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平成 27 年 11 月 24 日 

各   位 

東京都港区港南二丁目 16番１号

大 東 建 託 株 式 会 社

代表取締役社長執行役員 熊切 直美

（東証・名証第１部 コード番号 1878）

 

第三者割当による自己株式処分に関するお知らせ 

 

当社は、平成 27 年 11 月 24 日開催の取締役会において、第三者割当による自己株式の処分（以下、

「本自己株式処分」という。）を行うことについて、下記のとおり決議いたしましたのでお知らせい

たします。 

 

記 

 

１. 処分の概要 

(1) 処分期日 平成 27 年 12 月 16 日（水） 

(2) 処分株式数 普通株式 371,000 株 

(3) 処分価額 1 株につき金 12,877 円 

(4) 資金調達の額 4,777,367,000 円 

(5) 処分方法 第三者割当の方法によります。 

(6) 処分先 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口） 

(7) その他 本自己株式処分については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件と

いたします。 

 

２. 処分の目的及び理由 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の業績向上に対する当社グループ従業員の労働

意欲の向上、経営参画の促進および、従業員の福利厚生制度の拡充を図るとともに、当社の業

績や株価への意識を高め企業価値向上を図ることを目的として、従業員インセンティブ・プラ

ン「従業員持株ＥＳＯＰ信託」（以下、「ＥＳＯＰ信託」という。）の再導入を決議いたしました。

（ＥＳＯＰ信託の概要については、本日開示いたしました『「従業員持株ＥＳＯＰ信託」の再導

入に関するお知らせ』をご参照ください。） 

本自己株式処分は、当社が三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社との間で締結する従業員持株ＥＳＯ

Ｐ信託契約の共同受託者である日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ

信託口）に対する第三者割当による自己株式処分であります。 
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３. 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

(1) 調達する資金の額（差引手取概算額） 

処分価額の総額（円） 発行諸費用の概算額（円） 差引手取概算額（円） 

4,777,367,000円 － 4,777,367,000円 

(2) 調達する資金の具体的な使途 

本自己株式処分により調達する資金については、全額をオーナー様への立替家賃等の諸費

用支払い等の運転資金として充当する予定です。なお、支出実行までの資金管理は、当社預

金口座にて管理を行います。 

 

４. 資金使途の合理性に関する考え方 

本自己株式処分により調達する資金は当社の業務運営に資するものであり、また財務体質の

更なる健全化につながるため、合理性があるものと考えております。 

 

５. 処分条件等の合理性 

(1) 処分価額の算定根拠 

処分価額につきましては、本自己株式処分の取締役会決議日の直前営業日までの１ヵ月間

（平成 27年 10 月 21 日から平成 27 年 11 月 20 日まで）の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の終値平均である 12,877 円（円未満切捨）といたしました。 

取締役会決議日の直前営業日までの１ヵ月間の終値平均を基準としたのは、特定の一時点

を基準にするより、一定期間の平均株価という平準化された値を採用する方が、一時的な株

価変動の影響など特殊要因を排除でき、算定根拠として客観性が高く合理的であると判断し

たためです。また、算定期間を直近１ヵ月としたのは、直近３ヵ月、直近６ヶ月と比較して、

直近のマーケットプライスに も近い一定期間を採用することが合理的であると判断したた

めです。 

処分価額 12,877 円については、取締役会決議日の直前営業日の終値 12,900 円に対して

99.82％乗じた額であり、取締役会決議日の直前営業日から遡る直近３ヵ月間の終値平均

12,639 円（円未満切捨）に対して 101.88％乗じた額であり、あるいは同直近６ヵ月間の終値

平均 12,838 円（円未満切捨）に対して 100.3％乗じた額となっております。上記を勘案した

結果、本自己株式処分に係る処分価額は、特に有利なものとはいえず、合理的なものと判断

しております。 

なお、上記処分価額につきましては、取締役会に出席した全監査役４名（全員が社外監査

役）が、特に有利な処分価額には該当せず、適法である旨の意見を表明しております。 

(2) 処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

処分数量については、現在の当社持株会の年間買付実績をもとに、今後５年間の信託期間

中に当社持株会が日本マスタートラスト信託銀行（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）より購入す

る予定数量の範囲内となっております。また、本自己株式処分による希薄化の規模は、平成

27 年９月 30 日現在の発行済株式総数に対し 0.47%（小数点第３位を四捨五入、平成 27 年９

月 30日現在の総議決権個数 777,245 個に対する割合 0.48％）と小規模なものです。当社とし

ては、本制度が業績向上への従業員の意欲を高めるものであり、当社グループの企業価値向
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上に繋がるものと考えています。 

また、本自己株式処分により割り当てられた当社株式は、毎月一定日に当社持株会に対し

て売却されるものであることから、流通市場への影響は軽微であると考えています。 

以上により、本自己株式処分による影響は極めて軽微であり、合理的であると判断してお

ります。  

 

６. 処分先の選定理由等 

(1) 処分先の概要 

・名称  

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口） 

・各信託の主な内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ご参考）処分先の概要 

(1) 名称 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）

(2) 所在地 東京都港区浜松町二丁目 11 番３号  

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 和地 薫  

(4) 事業内容 有価証券等の管理業務、資産管理に係る管理業務・決済業務 

(5) 資本金 10,000 百万円  

(6) 設立年月日 平成 12年５月９日 

(7) 発行済株式数 普通株式 120,000 株  

(8) 決算期 ３月 31日  

(9) 従業員数 724 名（平成 27 年３月 31日現在） 

①信託の種類   特定単独運用の金銭信託（他益信託） 

②信託の目的   当社持株会に対する当社株式の安定的・継続的な供給及び受益者要件

を充足する従業員に対する福利厚生制度の拡充 

③委託者 当社 

④受託者     三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

（共同受託者 日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 

⑤受益者     当社持株会加入員のうち受益者要件を充足する者 

⑥信託管理人   当社と利害関係のない第三者（公認会計士） 

⑦信託契約日   平成 27 年 12 月 10 日 

⑧信託の期間   平成 27 年 12 月 10 日～平成 32年 12 月 18 日（予定） 

⑨議決権行使   受託者は、当社持株会の議決権行使状況を反映した信託管理人の指図

に従い、当社株式の議決権を行使いたします。 

⑩取得株式の種類 当社普通株式 

⑪取得株式の総額 90 億円 

⑫株式の取得期間 平成 27 年 12 月 16 日～平成 28年 1月 29 日 

（平成 27年 12 月 24 日～12 月 30 日を除く） 

⑬株式の取得方法 当社自己株式の第三者割当及び取引所市場より取得 
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(10)主要取引先 事業法人、金融法人  

(11)主要取引銀行 －  

(12)大株主及び持株比率 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  46.5％  

日本生命保険相互会社     33.5％  

明治安田生命保険相互会社   10.0％  

農中信託銀行株式会社     10.0％  

(13)当事会社間の関係 

 資本関係 当社と当該会社との間には、該当事項はありません。ただし、当該会社

の主たる出資者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社は、当社の普通株式

70,000株を保有しております。  

 人的関係 該当事項はありません。  

 取引関係 当社と当該会社との間には、該当事項はありません。ただし、当該会社

の主たる出資者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社とは、信託銀行取引

があります。  

 関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

(14) 近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成 25年３月期 平成 26年３月期 平成 27年３月期

純資産（百万円） 20,339 20,829 21,233

総資産（百万円） 471,798 602,241 1,450,058

１株当たり純資産（円） 169,493.96 173,581.48 176,948.03

経常収益（百万円） 23,897 23,258 21,913

経常利益（百万円） 1,044 1,044 863

当期純利益（百万円） 631 626 522

１株当たり当期純利益（円） 5,260.98 5,221.55 4,355.17

１株当たり配当金（円） （普通株式） 1,315.00 1,305.00 1,088.00

※なお、処分先、当該処分先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がない

ことは、日本マスタートラスト信託銀行株式会社の出資者や出資比率、役員等について、ホー

ムページ及びディスクロージャー誌の公開情報等に基づき調査し、問題がないこと、また、そ

れらに掲載されている「反社会的勢力との基本方針」に関する取り組みについて処分先の企業

行動規範により確認しており、その旨の確認書を株式会社東京証券取引所および株式会社名古

屋証券取引所に提出しております。 

 

(2) 処分先を選定した理由 

本制度の導入に伴い、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社より提案を受け、当社との取引関係並

びに事務サポートの実績等を含めて総合的に判断した結果、信託契約を締結することといた

しました。 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社は、共同受託者としてＥＳＯＰ信託の事務を行い、

信託財産の保管・決済についても日本マスタートラスト信託銀行株式会社が行うことから、

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）が処分先として選定
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されることになります。 

 

(3) 処分先の保有方針 

処分先である日本マスタートラスト信託銀行株式会社（従業員持株ＥＳＯＰ信託口）」は従

業員持株ＥＳＯＰ信託契約に基づき、今後５年間の信託期間内において、本自己株式処分に

より割り当てられた当社株式を毎月一定日に当社持株会に対して売却するために保有します。 

なお、信託財産の状況等に関しては、受託者である三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社から、信

託期間中、毎月、報告書を受け入れ確認する予定です。 

また、当社は日本マスタートラスト信託銀行株式会社から、割当日より２年間において、

当該処分株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名及び住所、

譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を当社に書面にて報告すること、

当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所および株式会社名古屋証券取引所に報告する

こと、並びに当該報告内容が公衆縦覧に供されることに同意することについて、確約書を受

領する予定であります。 

 

(4) 処分先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

処分先は借入により当社株式の取得に要する資金を調達する予定ですが、当該借入につい

ては、平成27年12月10日付金銭消費貸借契約証書に基づき払込みが行われることを、処分先

に対して貸付を行う三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社に確認を行っております。 

 



 - 6 - 

７. 処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成 27 年９月 30 日現在） 処分後 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
4.46% 日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口） 
4.46%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
4.02% 日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（信託口） 
4.02%

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ Ａ

ＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０

５２２５ 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部） 

2.15% ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ Ａ

ＮＤ ＴＲＵＳＴ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０

５２２５ 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部） 

2.15%

住友不動産株式会社 2.03% 住友不動産株式会社 2.03%

大東建託協力会持株会 1.99% 大東建託協力会持株会 1.99%

日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（三井住友信託銀行再信託分・株式

会社三井住友銀行退職給付信託口） 

1.86% 日本トラスティ・サービス信託銀行株式

会社（三井住友信託銀行再信託分・株式

会社三井住友銀行退職給付信託口） 

1.86%

野村證券株式会社 1.78% 野村證券株式会社 1.78%

大東建託株式会社 

1.76% ＭＥＬＬＯＮ ＢＡＮＫ， Ｎ．Ａ． Ａ

Ｓ ＡＧＥＮＴ ＦＯＲ ＩＴＳ ＣＬＩ

ＥＮＴ ＭＥＬＬＯＮ ＯＭＮＩＢＵＳ

ＵＳ ＰＥＮＳＩＯＮ 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部） 

1.62%

ＭＥＬＬＯＮ ＢＡＮＫ， Ｎ．Ａ． Ａ

Ｓ ＡＧＥＮＴ ＦＯＲ ＩＴＳ ＣＬＩ

ＥＮＴ ＭＥＬＬＯＮ ＯＭＮＩＢＵＳ

ＵＳ ＰＥＮＳＩＯＮ 

（常任代理人 株式会社みずほ銀行決済

営業部） 

1.62% ＣＢＮＹ － ＯＲＢＩＳ ＳＩＣＡＶ 

（常任代理人 シティバンク銀行株式会

社） 

1.58%

ＣＢＮＹ － ＯＲＢＩＳ ＳＩＣＡＶ 

（常任代理人 シティバンク銀行株式会

社） 

1.58% ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＳＥＣ ＳＥ

ＲＶＩＣＥＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵＲＧ／ 

ＪＡＳＤＥＣ／ ＡＢＥＲＤＥＥＮ Ｇ

ＬＯＢＡＬ ＣＬＩＥＮＴ ＡＳＳＥＴ

Ｓ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

1.45%

（注）１.平成27年９月30日現在の株主名簿を基準として記載しております。 

２.持株比率は小数点第３位を四捨五入しております。  

 

８. 支配株主との取引等に関する事項 

本取引は、支配株主との取引等に該当いたしません。 

 

９. 今後の見通し 

当期以降の業績への影響はありません。 

 

10．企業行動規範上の手続 

本件の株式の希薄化率は25％未満であり、支配株主の異動もないことから、株式会社東京証

券取引所の定める有価証券上場規程第432条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意

思確認手続は要しません。 



 - 7 - 

11． 近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

(1) 近３年間の業績（連結） 

 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

連結売上高 1,152,413 1,259,673 1,353,155

連結営業利益 82,411 89,780 91,520

連結経常利益 85,539 93,335 95,887

連結当期純利益 51,674 55,277 56,109

1 株当たり連結当期純利益 648.57 693.90 710.19

1 株当たり配当金 324.00 347.00 375.00

1 株当たり連結純資産 2,400.55 2,823.23 3,060.84

 

(2) 現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 27 年９月 30 日現在） 

 株式数 発行済株式数に対する比率

発行済株式数 79,324,379 株 100.0％

現時点の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
54,575 株 0.06％

下限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
－株 －％

上限値の転換価額（行使価額） 

における潜在株式数 
－株 －％

 

(3) 近の株価の状況 

① 近３年間の状況 

 平成 25 年３月期 平成 26 年３月期 平成 27 年３月期 

始 値 7,430 円 7,980 円 9,401 円

高 値 9,060 円 11,040 円 15,485 円

安 値 6,640 円 7,490 円 9,253 円

終 値 8,020 円 9,551 円 13,425 円

 

 

② 近６カ月間の状況 

 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 

始 値 13,860円 13,710円 12,605円 13,200円 13,280円 12,125円

高 値 14,140円 13,835円 13,290円 14,200円 13,285円 13,285円

安 値 13,275円 12,105円 11,860円 12,130円 11,550円 12,090円

終 値 13,845円 12,680円 13,095円 13,270円 12,125円 13,140円
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③ 処分決議日の前営業日における株価 

 平成 27 年 11 月 20 日

始 値 12,820 円

高 値 12,900 円

安 値 12,755 円

終 値 12,900 円

(4) 近３年間のエクイティ･ファイナンスの状況 

該当事項はありません。 

 

12．処分要項 

（１）処分株式数 普通株式371,000株 

（２）処分価額 １株につき金12,877円 

（３）資金調達の額 4,777,367,000円 

（４）処分方法 第三者割当の方法によります。 

（５）処分先 日本マスタートラスト信託銀行株式会社 

（従業員持株ＥＳＯＰ信託口） 

（６）申込期日 平成27年12月10日（木） 

（７）払込期日 平成27年12月16日（水） 

（８）処分後の自己株式数 1,022,072株 

※ 処分後の自己株式数は、平成27年９月30日現在の自己株式数を基準として記載しております。

なお、平成27年10月１日以降の単元未満株式の買取り分、買増し分は含まれておりません。 

 

13．業績に与える影響 

本自己株式処分が平成 28年３月期の業績に与える影響は軽微なものと見込んでおります。 

 

 

以 上 

 


